
有料老人ホームの廃止（休止）届について
（チェックリスト）

[bookmark: _GoBack]少なくとも、有料老人ホーム事業を廃止（休止）する１か月前までに、老人福祉法第29条第３項の規定に基づく届出を行う必要があります。
提出前に以下のチェック項目により、書類に不備がないかご確認ください。
· 過去に補助金の交付を受けている場合は、国の承認が必要になることがありますので、その場合は、３か月前までにご相談ください。
	提出書類
	確認事項

	廃止（休止）届
	以下の項目が記載されているか。
· 届出日
· 法人の所在地・名称、代表者の職・氏名、フリガナ
· 施設名
· 廃止(休止)の理由
· 具体的に記載されているか。
· 譲渡や貸付であれば、その旨が明記されているか。
· 現に入所している者に対する措置
· 廃止年月日（休止の場合休止予定期間）
· 届出日の少なくとも１か月後になっているか。


	入居者に対する措置
	· 事前に、入居者や親族への説明を行っているか。
（施設が廃止となる場合）
　□　転居先の確保に努めているか。
（事業譲渡等の場合）
　□　入居契約を引き継ぐよう努めているか。


	その他
	· 過去に補助金の交付を受けているか。
（受けている場合）
　□　財産処分期間を経過しているか。
　□　財産処分についての手続きを行い、
市及び国の承認を得ているか。
⇒　承認後に事業廃止すること。
· 貸付や譲渡が無償であっても、補助対象財産は
原則として、財産処分の承認が必要です。


　
